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資料３   中高層住宅等における集中検針装置設置要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、福山市水道給水条例（平成５年条例第３７号）第２６条第５項の規定に基づき、

受水槽方式による中高層住宅等における集中検針装置（以下「集中検針装置」という。）の設置の基

準について、必要な事項を定める。 

（事前協議） 

第２条 集中検針装置を設置しようとする者は、設計に先だち事前に図面等を上下水道事業管理者（以

下「管理者」という。）に提出し、協議しなければならない。 

２ 前項に定める図面等は、次の各号によるものとする。 

(1) 位置図 

(2) 配管系統図 

直結部分及び受水槽から各戸メーター（以下「メーター」という。）までを記入すること。この

場合、メーターは省略しないで全部記入すること。 

(3) 配管平面図 

各階の主管よりメーターまでを記入すること。 

(4) メーター室内部詳細図 

メーター室、メーター、配管及び端子ボックスの位置等を記入し、平面図及び側面図で作成する

こと。 

(5) 集中検針盤取付図 

位置及び取付の状況を記入し、平面図及び側面図で作成すること。 

(6) 配線系統図 

メーターから集中検針盤まで記入すること。この場合、各伝送線に線種、径または断面積、心線

の条数を記入し、その後に括弧書きで電線管の径を記入すること。なお、端末伝送器を使用する場

合は伝送器にチャンネル番号及び伝送器番号を記入し、メーターには伝送器番号及びメーター番号

（部屋番号）を記入すること。 

(7) 配線平面図 

メーターから集中検針盤までを記入すること。 

(8) 各機器の製造事業者及び形式 

メーター、集中検針盤、端末伝送器、端子ボックス、ポンプ、空気排除装置及び逆止弁等につい

て記入すること。ただしメーターが届き次第、製造事業者の試験成績書を提出すること。 

(9) 配管の識別 

配管系統図には管種及び口径を記入し、次により配管の色分けを行うこと。 

ア 新設管（直結部分）   赤の実線 

イ 既設管（直結部分） 青の一点鎖線 

ウ 新設管（受水槽以下の装置部分） 緑の実線 

（集中検針装置の構成） 

第３条 集中検針装置は、メーター、集中検針盤（メーターの表示装置）及び伝送機器をもって構成し、

標準図のとりとする。 
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（メーター） 

第４条 メーターは、機会エンコーダー式または電子エンコーダー式とし、次の各号によるものとする。 

(1) メーターは、計量法（平成４年法律第５１号）及び計量法関係法令に適合したもので、検定等に

合格したものであること。 

(2) 口径は、１３㎜、２０㎜、２５㎜の３種類であること。 

(3) 接線流羽根車単（複）箱式であること。 

１３㎜    接線流羽根車単箱式   ＪＷＷＡ Ｂ１２７ 

２０㎜及び２５㎜   接線流羽根車複箱式   ＪＷＷＡ Ｂ１２８ 

(4) メーター室にメーターを複数設置する場合は、伸縮止水栓の一次側の配管に部屋番号を名札等を

用いて明示すること。 

(5) メーターの仕様は、次により管理者が認めたものとする。 

ア 機械エンコーダー式 

メーターの構造は、計量された数量値がメーター上部のマグネットから記憶装置の指示機構に

㎥単位で指示記憶され、その数値に対応した電気信号として、接点位置により読み出されるもの

とし、又メーターと記憶装置が分離でき、屋外に設置するメーターの記憶装置は、防水型を使用

するものとする。 

イ 電子エンコーダー式 

メーターの構造は、永久磁石付羽根車の回転により計量する計量部と永久磁石の回転を磁気セ

ンサーで検知した信号を記憶、積算、テレメータ及び表示などに処理する電子式指示部からなり、

電子式指示部は、受圧ケースにより計量水と隔離されたものとする。 

（集中検針盤） 

第５条 集中検針盤は、表示装置を内蔵し、次の各号によるものとする。 

(1) 集中検針盤は、デジタル計量値表示部、棟及び部屋番号表示部及び各種操作スイッチからなる検

針器であること。 

(2) 集中検針盤は、自己診断機能（チェッカーシステム）を有していること。 

(3) 集中検針盤は、自動及び手動検針が可能な形式とし、プリンターを内蔵しているか、又はプリン

ター接続ソケットを内蔵したものであること。 

(4) 計量値の表示は、４桁の㎥単位とすること。 

(5) 集中検針盤は、ドアスイッチ及び電源スイッチを内蔵したものとすること。 

(6) 集中検針盤の材質は、原則として鋼板製とすること。 

(7) 集中検針盤の標準塗装色は、メーカー標準色とする。ただし、臨海部等で塩害のおそれのある場

合は、亜鉛メッキ塗装又は耐塩塗装にすること。 

(8) 集中検針盤の扉表面には、名称及び製造事業者名を記載すること。 

(9) 集中検針盤の扉裏面には、操作方法及びチャンネル、伝送器、棟及び部屋番号図表を取付けるこ

と。 

(10) 集中検針盤内の各端子への伝送線には、チャンネル、棟及び部屋番号を記した札を取付けること。 

（端末伝送器） 

第６条 端末伝送器は次の各号によるもとする。 

(1) 伝送器は所要の強度を有し、防滴構造とする。 

(2) 伝送器内の各端子及び各端子への伝送線にはそれぞれ伝送器及び部屋番号を名札等を用いて明
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示すること。 

（端子ボックス及び中継ボックス） 

第７条 端子ボックスは、電話用ローゼットボックス相当品以上とし、中継ボックスは、所要の強度を

有し防水構造とする。 

（メーター室） 

第８条 メーターを設置するメーター室の標準は、次の各号によるものとする。 

(1) メーター室の内径寸法は、次のとおりとする。 

幅    ８００㎜以上 

高さ   ８００㎜以上 

奥行   ３００㎜以上 

(2) メーター室の扉は、鋼板製で取り外しハンドル錠により開閉が容易な製造とし、各部寸法は次の

とおりとする。 

幅    ６００㎜以上 

高さ   ８００㎜以上 

(3) メーター室に水道メーターのみ取り付ける場合は、メーター室内の内径寸法及び扉の幅、高さと

も６００㎜以上とすることができる。 

(4) メーター室の扉は、通路から点検できる場所に設置すること。 

（メーターボックス） 

第９条 共用栓用隔測メーターを宅地内に設置する場合のメーターボックスは、次のとおりとする。 

(1) メーターボックスは、管理者承認のメーターボックスを使用すること。 

(2) メーターボックスの位置は凹地を避け、水はけがよく、維持管理に支障のない場所とすること。 

（メーター室内の配管） 

第１０条 メーター室内の配管は、メーターの性能、点検、取り替え等に支障のないように行い、かつ、

次の各号により施工するものとする。 

(1) メーター前後の配管は、別図１に掲げるものであること。 

(2) メーターは、他の配管若しくはメーター等に接近しないように、相互の維持管理に支障がない程

度の間隔及び空間を確保し、安全な作業ができるよう設置すること。 

(3) メーター室内の配管（メーターを含む。）には、凍結防止のため保湿被覆を施すこと。 

（メーターの設置） 

第１１条 メーターの設置は、次の各号によるものとする。 

(1) メーターは、メーターの側面に指示する流入方向と給水管の流入方向を一致させ、給水栓より低

位置に水平に設置し、空気が滞留しない安定した状態で設置すること。 

(2) メーターの設置工事が先行し出力線に何も接続されない場合、各心線がショートしないよう処理

を施すこと。 

(3) メーターは、配管の洗浄作業が完了後に設置すること。 

（端子ボックスの取付け） 

第１２条 端子ボックスの取付位置は、別図２のとおりとし原則としてメーター室内とし、点検及び伝

送線の着脱が容易で湿気のない場所とする。 

（中継ボックスの取付け） 

第１３条 中継ボックスの取付位置は、当該建築物の内部１階とし、維持管理に支障のない場所とする。 
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（端末伝送器の取付け） 

第１４条 端末伝送器の取付けは、次の各号によるものとする。 

(1) 端末伝送器の取付けは、維持管理に支障のない場所とし、必要に応じて、第３種設地（アース）

工事（１００Ω以下）を施すこと。 

(2) 端末伝送器にはチャンネル及び端末伝送器番号を記すこと。 

(3) 端末伝送器の取付高さは、床面から原則として１．２mになるようにすること。 

(4) ケーブルは、入口の近くで行先別にまとめてサドルで止めること。 

（伝送線の施工） 

第１５条 メーターから集中検針盤までの伝送線の施工方法は、電気設備技術基準（昭和４０年通商産

業省令第６１号）に基づき、かつ、次の各号によるものとする。 

(1) 伝送線の線径及び線路抵抗値は、メーター製造事業者の仕様で選定すること。 

(2) 伝送線の先端は、裸Ｙ型圧着端子で端末処理すること。 

(3) 伝送線は、原則として電線管内に配線すること。またノイズの影響が考えられるときはシールド

線または金属製電線管を使用すること。 

(4) 伝送線は、電磁誘導の影響を考慮して配線すること。 

(5) 多芯ケーブルを使用するときは、必ず１０％以上の予備線を見込むこと。ただし、予備線の最小

限度の長さはメーター１個相当分とすること。 

(6) 線間及び対地間の絶縁抵抗値は、メーカーの指示値が確保されること。 

（集中検針盤の設置） 

第１６条 集中検針盤の設置は、次の各号によるものとする。 

(1) 集中検針盤は、１給水装置に１パネル以上とすることができる。 

(2) 集中検針盤の設置位置は、当該建築物の内部１階郵便受箱付近とし、検針及び点検修理に支障の

ない場所とすること。ただし、集中検針盤の機能に悪影響を及ぼす次の場所等は避けること。 

ア 風雨、直射日光の当たる場所 

イ 塵埃、有害ガス、塩分などのある場所 

ウ 異常な振動、衝撃のある場所 

エ 高圧ケーブル、電力ケーブルに近接している場所 

オ 開閉サージを発生する機器に近接している場所 

(3) 集中検針盤の取付高さは、盤の上端が床面から原則として１．７mになるようにすること。 

(4) 集中検針盤は、必ず独立の接地（独立第３種接地工事１００Ω以下）を施すこと。 

(5) 集中検針盤内への湿気、ほこりの潜入を防止するため、電源用及び伝送線の配管にはコーキング

を行うこと。 

（電気工事） 

第１７条 電気工事は、次の各号によるものとする。 

(1) 工事は、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）その他関係法令を遵守し、電気工事士法（昭

和３５年法律第１３９号）に規定する電気工事士の資格を有する者が行うこと。 

(2) 電源は、交流１００Ｖの商用電源を用い、共同使用の電力量計に接続すること。 

(3) 電源線及び接地線は、それぞれ単独に電線管を使用すること。 

（事前検査） 

第１８条 完成検査前に指定給水装置工事事業者及びメーター製造事業者は、配管状況と集中検針装置
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の検査を行わなければならない。 

 （完成検査） 

第１９条 集中検針装置の完成に伴い、管理者は当該工事に関し福山市指定給水装置工事事業者規程

（平成１０年水管規程第３号）第７条第１号に規定する給水装置工事主任技術者の立会いのもとで、

次の検査を行う。 

(1) 結線チェック 

(2) メーターの作動状況 

(3) 集中検針盤の作動状況 

(4) 絶縁抵抗の測定 

(5) その他必要と認める事項 

（定期検査、修理） 

第２０条 所有者は、年１回集中検針装置の作動試験、指示数合わせ等を実施し、検査報告書を管理者

へ提出するものとする。その際故障及び異常があった場合は、速やかに修理するものとする。ただし、

これに要する費用は所有者の負担とする。 

（高置水槽方式以外による給水） 

第２１条 圧力タンク制御システム及びポンプ回転数制御システムの受水槽用でＢＬ認定品又は同等

品であれば承認する。なお同等品とは、機械的等により定圧給水を行えるものとする。 

２ 他の方式による場合は、管理者と協議すること。 

第２２条 前条による配管設備は、次のとおりとすること。 

(1) ポンプは、常時押し込み運転であること。 

(2) 建物内給水管主管の最高部に、空気弁を設置すること。また、設置後も維持管理ができるよう必

要なスペースが確保できる場所に設置し、排水処理も考慮すること。 

(3) メーターの下流側に逆流防止弁を設置すること。 

(4) 流入圧力が使用給水器具などの許容圧力を超える場合は、各戸への分岐点に減圧弁を設置するこ

と。 

（修理及び取り替え） 

第２３条 集中検針装置が故障及び異常があった場合並びにメーターの検定等有効期間の満了となる

場合は、管理者の指示に従い、所有者の責任において速やかに修理、または取り替えを行わなければ

ならない。取替後、速やかに撤去及び取付指示数表を提出すること。 

（その他） 

第２４条 この設置要綱に定めてない事項であっても、工事の性質上又はメーター管理上当然必要なも

のは、管理者の指示に従い施工すること。 
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附 則（昭和６１年４月１０日福水第１０３号） 

１ この設置要綱は昭和６１年４月１０日から実施する。 

２ 中高層住宅等における集合式遠隔指示メーターの設置要綱は、廃止する。 

附 則（昭和６３年６月１６日福水第７７２号） 

１ この設置要綱は、昭和６３年６月１６日から実施する。 

附 則（平成６年３月２５日福水給第２６６号） 

１ この設置要綱は、平成６年４月１日から実施する。 

附 則（平成１０年３月１９日福水給第４３号） 

（実施日） 

１ この設置要綱は、平成１０年４月１日から実施する。 

（経過処置） 

２ この要綱の実施の際、現に設置してあるカウンター方式の集中検針盤については、改正後の中高

層住宅等における集中検針装置設置要綱第５条第１号の規定にかかわらず、同要綱第２０条の規定

を適用する。 
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